
都道府県を中⼼とした⾃治体システムの共同調達の推進に向けたホームページの公開について

都道府県を中⼼とした⾃治体システムの共同調達
＜国・地⽅デジタル共通基盤の整備・運⽤に関する基本⽅針（令和６年６⽉21⽇閣議決定）（抄）＞
今後、国・地⽅デジタル共通基盤の整備・運⽤を進めていくに当たっては、①喫緊の課題である20 業務に係る情報システムの標準化に引き続
き注⼒し、②共通化すべき業務・システムの基準に合致するか検討を⾏った上で、基準に合致するものは、共通化を進めるとともに、③基準に合
致しないものであっても、都道府県の共同調達による横展開の推進等に取り組んでいく。

＜都道府県を中⼼とした共同調達の効果＞
・スケールメリットによる調達コストの低減 ・共同調達に参加する⾃治体職員の調達業務の負担軽減
・個別調達が難しい⼩規模⾃治体におけるＤＸの推進 ・システム導⼊後、⾃治体間のマニュアル共有等情報共有の容易化

共同調達ホームページの公開
⾃治体システムの共同調達の取組をより⼀層進展させていくため、各団体の共同調達の取組状況を、都道府県に加えて参加市町
村含めた数多くの関係者に、視覚的に把握しやすい形でホームページに公開することを検討している。

これまでの経緯 共同調達ホームページにより期待される効果
・2024年２⽉
「都道府県の主導により実施した情報システムの共
同調達に関するアンケートについて（依頼）」を実
施

・2024年10⽉24⽇
「第1回国・地⽅デジタル共通基盤推進連絡協議会
ワーキングチーム」において、共同調達の取組に関す
る情報共有について意⾒交換を実施

・2024年12⽉〜
都道府県に対し、ホームページのレイアウト案を⽰
すとともに、掲載内容の確認依頼を実施

都道府県
への効果

・全国の事例を容易に検
索でき、調達業務の効
率化、質の向上につなが
る。

・全国的に調達実績が多
いシステム、参加団体数
が多いシステムを確認で
き、調達するシステムの
検討に役⽴つ。

・共同調達の仕組みやメ
リットが分かり、共同調
達に参加するきっかけと
なる。

・全国の事例を容易に検
索でき、都道府県に対
して共同調達の候補を
提案しやすくなる。

市町村
への効果
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共同調達ホームページ画⾯イメージ①
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数値については集計中のため仮置きのもの・未定稿



共同調達ホームページ画⾯イメージ②
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共同調達ホームページ画⾯イメージ③
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共同調達ホームページ画⾯イメージ④
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共同調達ホームページ画⾯イメージ⑤
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共同調達ホームページ画⾯イメージ⑥
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